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1 信越化学(X) vs. 江蘇中天科技(Y) の紛争経過
1-1 ケースの概略と経過
1-1-1 日本の東証一部上場会社である信越化学工業(X) は 2001 年 11 月
27 日に、中国江蘇省南通市の江蘇中天科技(Y) と光ファイバー原材料に
ついて長期販売購入 (5 年間) に関する契約を締結したが (その後、期間
を変更した)、その直後に光ファイバー完成品の国際価格が低落したので
両者間で価格改訂の交渉が行われたが不調に終わり、Y は一方的に契約
を解除し、X は 2004 年 4 月 12 日に 15 億 2000 万円の支払いを求めて
JCAAに仲裁申し立てをした。
JCAA は 2006 年 2 月 23 日に 15 億 2000 万円を支払えとの仲裁判断を
下した (JCAA 東京［04-05］仲裁判断。以下、04-05 仲裁事件、仲裁判
断と略称する)。Yが支払わないのでXは南通市中級人民法院に仲裁判断
の承認執行を求めたが、同法院は 2008 年 4 月 16 日に同仲裁判断には仲裁
規則に定める判断の時期を徒過してなされた等の瑕疵があり、ニューヨー
ク条約違反としてその承認執行を拒絶した。
1-1-2 ところが X は 2007 年 8 月 22 日に Y に対して上記と同一事件に
ついて別個の損害金 9 億 6000 万円があると称してその支払いを求めて
JCAAに仲裁請求を申し立てた。
JCAA は 2008 年 9 月 8 日に Y に 6 億 4000 万円を支払えとの仲裁判断









・2001.11.27 X と Y が光ファイバー原材料について「長期販売なら
びに購入の合意」を締結
・2003 ｢長期合意」を改正し、期間を 2004 年 1 月 1 日から 2008














○ 2007.8.22 X が JCAA に損害賠償を求めて仲裁申立て (07-11 仲
裁事件)
・2008.3.3 (04-05 仲裁判断) について、最高人民法院が承認を拒
絶すべき指令を出す
○ 2008.3.28 (07-11 仲裁事件) について、Xが仲裁請求を変更




○ 2008.9.8 (07-11 仲裁事件) 仲裁判断 (Y は X に 6.4 億円を支払
え)
















( 1 ) 04-05 仲裁事件の出典である《渉外商事海事審判指導》2008 年第 1輯には、
南通市中院の拒絶決定の年月日と内容は記載されていないので、ネット等か
ら想像するほかなく、これによると承認拒絶の決定日は 2008 年の 4月 16 日、
399(440)
3 月 24 日、5月 31 日の三とおりが散見する。
( 2 ) 04-05 仲裁判断に対する南通市中院・高級法院と最高法院との伺い・回答
については前掲《渉外商事海事審判指導》2008 年第 1輯 38 頁〜59 頁に掲載
され、同時にネット記事に南通市中院が承認を拒絶したことを大きく報道し






Y は前件では「Y 社財務報告書」中の「重大な訴訟・仲裁」で X との前件
の顛末を大きく掲載したのに、今回の仲裁判断が下された 2008 年度の「Y
社財務報告書」には一行も触れていない。





記事によると、Xは 2010 年 6 月 28 日に南通市経済技術開発区にXが 100%
出資するシリコン製造の独資企業を設立し、また 2011 年 2 月 3 日には江蘇
省陰市に光ファイバー材料製造の合弁会社の起工式を挙行したと報じられた。




① Yは Xに対して 15 億 2000 万円 (計算期間は 2004 年 1 月 1 日か
ら 2005 年 7 月 31 日まで) およびこれに対する仲裁申立の日から
完済まで年 6%の割合による遅延損害金を支払え。
② 前項の請求が認められないときは、Y は 26 億 2500 万円および
これに対する本仲裁申立の日でから完済まで年 6%の割合による
遅延損害金を支払え。
③ Y は、X と Y が締結した「長期合意」が 2004 年 1 月 1 日から
400 (439)
2008 年 12 月 31 日までその条文にもとづく履行請求ができるこ
と〔依其条款可執行〕を確認せよ。
仲裁判断の主文
( 1 ) Y は X に対して 15 億 2000 万円およびこれに対する本仲裁受
理の日 (2004 年 4 月 12 日) から完済まで年 6%の割合による遅
延損害金を支払え。
( 2 ) 本仲裁にかかった仲裁費用の全部および双方が負担した費用は、
別紙計算表のとおり。
( 3 ) Y は Xに仲裁費用として 3,173,283 円を支払え。
仲裁判断の理由
(事実の認定と推定)
( 1 ) 2003 年に「長期合意」を改正し、有効期間を 2004 年 1 月 1 日
から 2008 年 12 月 31 日までとした。
( 2 ) Y は「長期合意」は、現在すでに Y の解除により効力は失効
したと主張する。しかし Y が主張する事情変更の原則 (日本判
例でいう事情変更の原則の主張) だけでは一方が長期合意を解除
できる根拠にはならない。
( 3 ) しかし、実際にはもはや「長期合意」を維持継続する前提条件
が失われていることが明らかである。
( 4 ) X と Y は、本仲裁の審理中も新しい条件による合意を継続す
ることができず、双方はここにおいて相互の信頼関係を失った。
( 5 ) ｢長期合意」には双方の信頼関係の継続が不可欠の要素であり、
交渉が失敗に終わった時点で信頼関係は破壊され、本仲裁の結審
時である 2005 年 7 月 31 日に至るも信頼関係は回復しない。




( 1 ) Y は LTA (2003 年改正「長期合意」) にもとづき約定した一
401(438)
定数量を購入すべき義務を履行しない。
( 2 ) 仲裁廷は、LTA における Y の義務不履行により、X が 2004
年 1 月 1 日から 2005 年 7 月 31 日まで受けた損害の請求は理由が
あると認める。
( 3 ) LTAが規定する義務をYが履行しない場合にXが受ける損害
額について、Xは直接的な証拠を提出していない。LTA 第 4 条
(Y の購入不足量に対する補償額の約定) は、直接本件に適用さ
れず、仲裁廷がもし木下証人の陳述書および仲裁廷における証言
のもとで、LTA 第 4 条を損害賠償の違約条項として本事件に適
用すると、直接の証拠なくして 1グラム当たり 40 円の損害額を
証明することになるが、違約による損害賠償としてむしろ常識に
かなう。
そして 1 グラム 40 円として計算すると、X は 2004 年 1 月 1
日から 2005 年 7 月 31 日まで 15 億 2000 万円の損害賠償を得るこ
とになる。
( 4 ) X のその余の請求は、証拠がないため、これを棄却する。
2-2 07-11 仲裁事件における仲裁請求と仲裁判断
仲裁請求
( 1 ) Y は X に対して 2005 年 8 月 1 日から 2008 年 3 月 28 日まで
「長期合意」の期間において Yの違約にもとづく損害賠償 25 億
6000 万円およびこれに対する仲裁請求変更の申請日である 2008
年 3 月 28 日から完済まで年 6%の割合による遅延損害金を支払
え。
( 2 ) 前項が認められない場合は、予備的請求として Y は X に 40
億 9500 万円およびこれに対する仲裁請求変更の申請日である
2008 年 3 月 28 日から完済まで年 6%の割合による遅延損害金を
支払え
仲裁判断の主文




( 1 ) 既判力の原則とは、既に判決がなされた請求はのちに重ねて訴
えることができないことを指す。
( 2 ) 注意すべきは、中国南通市中級人民法院が 2008 年 3 月 24 日に




加えるに Xの Yに対する今回の仲裁請求は“Y が購入しない




















(2005 年 8 月 1 日〜2008 年 3 月 28 日) に生じた損害をYの債務
不履行によるものとしてとして賠償を求めるのは公正かつ合理的
である。
( 4 ) よって Y は X に上記期間に実際に生じた損害の賠償として




5 年間にわたり Yが Xから一定数量の光ファイバー原材料を購入し代金
を支払うというものである。
出典からすると、「長期合意」には次のような特約が付せられていた。
( 1 ) Y は 5 年の期間中に毎月 2,000キログラムを購入し、もし購入し
ないときは減少量 1グラム当たり 40 円を Xに支払う。
( 2 ) 準拠法は、日本法とする
( 3 ) 紛争が生じた場合は、JCAA 仲裁規則にもとづき、東京で仲裁
を行う。
出典からすると、04-05 仲裁事件の仲裁請求は、
1 ｢Y は長期合意を履行しないので、Xが 2004 年 1 月 1 日から 2005 年
7 月 31 日までに受けた損害 15 億 2000 万円を賠償せよ」











｢Y は長期合意を履行しないので、Xが 2005 年 8 月 1 日から 2008 年
3 月 28 日まで受けた損害 25 億 6000 万円を賠償せよ」
これに対する仲裁判断は、
｢Yは Xに 6.4 億円を支払え」
であった。これは給付請求に対する一部認容の仲裁判断である。
04-05 仲裁事件と 07-11 仲裁事件を比較すると、Xの仲裁請求は、いず
れも「Yが長期合意に違反してその義務を履行しないので Xが受けた損
害の賠償を求める」であるが、前の仲裁請求が長期合意の始期である
2004 年 1 月 1 日から仲裁結審時である 2005 年 7 月 31 日まで、後の仲裁
請求は仲裁結審日の翌日である 2005 年 8 月 1 日から仲裁請求の変更申請
日である 2008 年 3 月 28 日までの各期間中に発生したそれぞれの損害賠償
である。ただし、後の仲裁申立の時期が、X が前の仲裁判断にもとづい
て南通市中院に承認・執行を求めている途中である 2007 年 8 月 27 日で、
04-05 仲裁判断が中国で承認されるかどうか未定であった時期である点に
注意すべきである (注 (18) 参照)。また、なぜ損害賠償の終期を仲裁請
求の変更申請日までとしたのか疑問である (すなわち Xの論法でいくと、
損害賠償の終期は「長期合意」の終期である 2008 年 12 月 31 日とするこ
ともできたのではないか)。



























































07-11 仲裁事件では、Yが選任した仲裁人は 04-05 仲裁事件と同様に沈
四宝 (中国対外経済貿易大学法学院院長) である。









































たのは、仲裁規則の上記規定に違反する」(産大法学 200〜201 頁) と述べ
るが、日本法の解釈を完全に誤解している。










































本ケースの仲裁手続きに適用される JCAA仲裁規則 54 条は、次のよう
に規定する。






( 1 ) 当事者の氏名または名称および住所
( 2 ) 代理人がある場合は、その氏名および住所
( 3 ) 主文
( 4 ) 判断の理由
( 5 ) 判断の年月日


















ばならない。04-05 仲裁事件の仲裁請求で X がした理由説明によると




り、これが確認の利益の主張に当たる (産大法学 183 頁)。
仲裁廷は確認の利益を肯定したうえで、「長期合意は、XY の信頼関係
の破壊が確定的になった 2005 年 7 月 31 日 (仲裁結審時) 時点で効力が失
410 (429)















2005 年 7 月 31 日に失効した」と判断したことになり、長期合意の失効に
ついて既判力が生じたことになる。この既判力により X は長期合意が
2005 年 8 月 1 日以降も有効であることを再び主張できず、また長期合意
が有効であることを前提にした給付請求もできないことになる。
Xの今回の仲裁請求と仲裁判断は、2005 年 8 月 1 日以降も長期合意が
有効であることを前提にして、Y が長期合意で約定した義務を履行しな
いので、日本民法 415、416 条にもとづいて履行に代わる填補賠償を求め、
その損害賠償額として 1グラム 40 円の約定補償額を証拠として提出し、
これが 416 条「通常生ずるべき損害の賠償」と認定したものである。









( 1 ) 前の仲裁判断は中国法院で承認が拒絶されたので、衡平の観点に
より既判力はなくなる。
411(428)
( 2 ) 前の仲裁判断は、“信頼関係破壊”というあいまいな概念で長期
合意が 2005 年 7 月 31 日に失効したと認定したが、このような概念
は法律上の根拠がなく、認定は誤っている (したがって長期合意は
失効していない)
( 3 ) 既判力は、広く解してはならず、狭く解釈しなければならない。
上記 (2) は、前の仲裁廷が「長期合意」は信頼関係破壊の理由で失効









どうかが争点になっており、長期合意は 2005 年 7 月 31 日に信頼関係破壊
により失効したと認定したのであるから、失効について既判力が及び (す











































ないことを理由に 2005 年 8 月 1 日から 2008 年 3 月 28 日 (この日はXの
413(426)
仲裁請求変更の申請日であるが、なぜ賠償請求をこの日までの損害に限定























































( 3 ) 例えば、江偉主編『中国民事訴訟法教程』中国人民大学出版社 1990 年、
『民事訴訟法教程 (修訂版)』中国政法大学出版社 1996 年、常怡・主編《民
事訴訟法学》中国政法大学出版社 1994 年など標準テキスト、梁書文主編
『民事訴訟法実用大全』河北人民出版社 1995 年、張友魚主任『中国百科事典









先陣を切ったのは、葉自強《論既判力的本質》法学研究 1995 年第 5期 23 頁、
同《論判決的既判力》法学研究 1997 年第 2期 96 頁と張衛平『論訴訟標的及
415(424)
識別標準』法学研究 1997 年第 4期 56 頁の三論文である。これらの論文に台
湾、日本の文献が少なからず引用されているのが注意を引く。常怡《民事判
決的規範力客観範囲》原出・甘粛政法学院報 2006 年第 3 期・転載・法大民
商経済法律網 2007 年 6 月 4 日。董少謀・主編『中国民事訴訟法学』厦門大








法院公報 2005 年 12 期 9 頁参照。
( 4 ) 常怡・主編《民事訴訟法学》中国政治法学大学出版社 1994 年 265 頁。











「訴訟標的」として法令上に使用され (民事訴訟法 400 条)、中国の初期テキ
ストは〔訴的標〕の用語を使用し、のち〔訴訟標的〕を使用した。前掲・常
怡『民事訴訟学』127 頁)。王娣《民事訴訟標的理論構築》政法論壇 2005 年
2 期・再録 (中国民商法律網 2009 年月 31 日)。民事訴訟法 (試行) (1982
年) の 47，48 条と現行民事訴訟法 (2012 年改正) の 52，54，56 条はいず
れも〔訴訟標的〕の用語を使用している。厳仁群《訴訟標的之本土路経》法














( 8 ) 日本仲裁法の旧法では、小島武『仲裁法』青林書院 2000 年 316 頁、小山
昇『仲裁法 (新版)』有斐閣 1983 年 195 頁、松浦・青山『現代仲裁法の論
点』有斐閣 1998 年 334 頁。ただし新法について、小島・高桑『注釈と論
点・仲裁法』青林書院 2007 年 224 頁 (池田辰夫) は「既判力に準ずる拘束
力」の程度だと述べる。
旧仲裁法 800 条 (現行法 45 条 1項) の意義に関して、東京地裁昭和 42 年












タイムズ 215 号 170 頁)
( 9 ) 豊田博昭「仲裁判断の既判力」仲裁と ADR・商事法務第 3 巻 (2008 年)
10, 24 頁。斉湘泉『外国仲裁裁決承認及執行論』法律出版社 2010 年 243 頁
は、確定判決の“既判力”と対応させて仲裁判断の“既裁力”と名付け、そ










中村達也『仲裁法 Q&A』中央経済社 2003 年 180 頁。


















民《論仲裁裁決的既判力》成都仲裁委員会・理論與実践 2011 年 4 月 4 日は
「既判力の客観的範囲は、仲裁判断の主文に限られるが、仲裁判断中の事実
認定や理由を総合して始めて識別できる」と述べる。同旨、肖建華《論仲裁






















確認請求について、後者につき確認の利益を認めた最判 29 年 12 月 16 日民
集 8 巻 12 号 215 頁がある。『コンメンタール・民事訴訟法Ⅲ』日本評論社
2008 年 83 頁。
(15) 判決主文だけではなく、事件審理で争点になった理由中の判断についても
既判力が及ぶとするいわゆる「争点効の理論」は、新堂幸司『民事訴訟法』


































http : //blog. sina.com.cn/xiusongxing
(18) 奇妙なことは、Xが本仲裁申立をした時期である。Xは、04-05 仲裁判断
が出た 3か月後である 2006 年 5 月 26 日に南通市中院に承認執行の申請をし、





弁書を催告した。Y は 2007 年 9 月 18 日に答弁として「既判力の抗弁」を
提出した (管轄異議)。そして第一回開廷が 2008 年 4 月 10 日に実地された。











































(22) 秋元佐一郎『国際民事訴訟法』国書刊行会 1994 年 607 頁は、自然債務説
がドイツの通説だと述べる。
(23) X はこの点について X は「仲裁判断の既判力は、絶対ではない。04-05
仲裁判断は、中国法院で承認が得られず中国では既判力が喪失したから、当
























































による判断基準を採用したと非難する (産大法学 193 頁)。
｢仲裁廷は、当事者の明示の同意がないのに、衡平原則を適用して仲裁判断
をした」
｢04-05 仲裁判断と 07-11 仲裁判断とは相互に独立した事件であるから、前
者が中国法院でその承認を拒絶されたからといって、後者に衡平原則を
もって進行させるという権源はない」
























JCAA 仲裁規則 41 条の見出しは「実体判断の基準」となっており、仲
裁判断の法的効力など手続法上の規範・基準は含まれないことになってい
る。この点で Xは「既判力の問題は実体上の問題だから、ニューヨーク
































(26) ジェリスト増刊号『新仲裁法の理論と実務』2006 年 112 頁・出井、山本
の各発言)。
(27) 李夢園《浅論友好仲裁》CIETAC華南分会編『渉外仲裁司法審査』法律
出版社 2006 年 546 頁収録。CIETAC 仲裁規則 (2012 年) 47 条は「公平か
つ合理的に判断書を作成する」としており、「公平かつ合理的に」の用語は
中国仲裁法 7 条のそれと同一の意味であり、JCAA 仲裁規則 41 条 3 項の
「衡平と善」の意味ではない。










仲裁かもしれない」との合理的な疑いを持ち、04-05 仲裁判断と 07-11 仲































































「中国会社法施行後の合弁会社」(802 頁、商事法務研究所) を、2004 年に
「逐条解説・中国契約法の実務」(581 頁、中央経済社) を、それぞれ会員
が力を込めて分担執筆し出版しました。これまた清河さんの発案で、国際
商事法務 1997 年 3 月号から「中国案例百選」なる名称のもとに中国の民































〔JCAジャーナル 1994 年 4 月号からの抜粋〕
現代アジア法研究会は、学者、弁護士、公認会計士、税理士、司法書士お
よび企業法務によって構成され、もともと中国渉外経済法を理論的又は実務
的な観点から研究する傍ら、1988 年から 1993 年まで計 5 回中国・香港に渡り、
深圳、広州、上海、重慶、武漢、北京、大連、天津、ウルムチ等経済開放地
区、辺境貿易地区を訪問し、外資系の企業・工場を見学して責任者と意見を
交換し、国務院法制局、国際貿易促進委員会を始め、各地の法制局・司法局、
工商行政管理局と研究会や座談会を開いて法実態の把握を努め、社会科学院
法学研究所、中国政法大学、海南大学、広州外資学院、華東政法学院、西南
政法学院、新彊大学等の研究機関ともゼミナールや懇談会を開催してダイナ
ミックな視点より中国の法理論を究明してきた。
この際、これまでに蓄積されてきた成果を江湖に問いながら、時流に沿っ
て視野をアジア法全体に拡大し、研究と交流を深めて行きたいと考える。
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